
議案第"号

南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

f

令和3年12月7日提出

(提案理由)

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律

の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令(令和3年政令第253号)が令和3年9

月10日に公布されたことに伴い、所要の改正が必要なため提案する。

＼_、

南風原町長赤嶺正之
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南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

南風原町国民健康保険税条例(平成稔年南風原町条例第12号)の一部を次のように改

正する。

第3条の見出し及び第4条の,見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加える。

第4条の2の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第1号中「第4

条の2」を「第6条の2」に、「第19条」を「第19条第1項」に改める。

第U条第1項中「同条」を「その減額後」に改める。

第19条第1号中「法第703条の5」を「法第703条の5第1項」に改め、同号ア及びイ

中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第2号中「法第703条の5」を「法第

703条の5第1項」に改め、同号ア及びイ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、

同条第3号中「法第703条の5」を「法第703条の5第1項」に改め、同号ア及びイ中

「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条に次の1項を加える。

2 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に6歳に達する日以後の最初の3児31

日以前である被保険者(以下「未胱学児」という。)がある場合における当該納税義

務者に対して課する被保険者均等割額(当該納税義務者の世帯に属する未就学児にっ

き算定した被保険者均等割額(前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額後の被保険者均等割額)に限る。)は、当該被保険者均等割額から、

次の各号に定める額を減額して得た額とする。

(1)国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児1人について次に定める額

ア前項第1号アに規定する金額を減額した世帯 3,150円

イ前項第2号アに規定する金額を減額した世帯 5,250円

ウ前項第3号アに規定する金額を減額した世帯 8,400円

エアからウまでに掲げる世帯以外の世帯 10,500円

(2)国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児1人について次に定める額

ア前項第1号ウに規定する金額を減額した世帯 1,050円

イ前項第2号ウに規定する金額を減額した世帯 1,750円

ウ前項第3号ウに規定する金額を減額した世帯 2,800円

0

0
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エアからウまでに掲げる世帯以外の世帯 3,500円

第20条中「前条の」を「前条第1項の」に、「前条第1号」を「前条第1項第1号」

に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め、「第3号において同

じ。)」の次に「及び」を加える。

附則第2項中「第19条」を「第19条第1項」に、「法第703条の5」を「法第703条の

5第1項」に改める。

附則第3項、第4項、第6項、第7項、第8項、第9項、第10項、第11項、第12項及

び第13項中「第19条」を「第19条第1項」に改める。

附則

(施行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第4条の2第1号、第H条第1項、

第19条及び第20条の改正規定(「前条の」を「前条第1項の」に、「前条第1号」を

「前条第1項第1号」に改める部分に限る。)並びに附則第2項から第4項まで及び

第6項から第13項までの改正規定は令和4年4月1日から施行する。

(適用区分)

2 この条例(前項ただし書に規定する改正規定に限る。)による改正後の南風原町国

民健康保険税条例の規定は、令和4年度以後の年度分の国民健康保険税にっいて適用

し、令和3年度分までの国民健康保険税については、なお従前の伊jによる。

＼ノ
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(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額旦P祈得割額)
第3条(略)

2 (略)

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額g之被保険者均等
割額)

第4条(略)

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額里世帯別平等割
額)

第4条の2 第2条第2項の世帯別平等割額は、次の各号に掲
げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす
る。

(1)特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第

6条第8号の規定により被保険者の資格を喪失した者で

あって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一

の世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯

に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月

(以下この号において「特定月」という。)以後 5年を
経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。)・をいう。次号、第_旦_条三2旦及
び第」旦金第」^において同じ。)及び特定継続世帯(特
定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属す

南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例(新旧対照表)

^

改正後

(国民健康保険の被保険者に係る所得割額)
第3条(略)

2 (略)

(国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額)

第4条

改正目1」

(国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額)

(略)

第4条の2 第2条第2項の世帯別平等割額は、次の各号に掲
げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす
る。

(1)特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第
6条第8号の規定により被保険者の資格を喪失した者で
あって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一
の世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯
に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月
(以下この号において「特定月」という。)以後 5年を

経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険
者がいない場合に限る。).をいう。次号、第丑厶条三三旦及
び第」9金において同じ。)及び特定継続世帯(特定同一
世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯

0
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る世帯であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特

定月以後8年を経過するまでの間にあるもの(当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。)をいう。第3号、第
旦.条」P_聖及び第」旦金第」^において同じ。)以外の世帯
19,000円

(2)・(3)(略)

(納税義務者の発生、消滅等に伴う賦課)

第Ⅱ条国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者

には、その発生した日の属する月から、月割をもって算定し

た第2条第1項の額(第19条の規定による減額が行われた場

合には、曇四■或額後の国民健康保険税の額とする。以下この

条において同じ。)を課する。
(略)2 ~ 8

改正後

CJI

(国民健康保険税の減額)

第19条次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本
文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

(当該減額して得た額が630,000円を超える場合には、
630,000円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額か

らウ及び工に掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が190,000円を超える場合には、 190,000円)並びに同条第
4項本文の介護納付金課税額からオ及び力に掲げる額を減額

であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以
後8年を経過するまでの間にあるもの(当該世帯に他の被
保険者がいない場合に限る。)をいう。第3号、第丑会.
2及び第1旦釜において同じ。)以外の世帯 19,000円

(2)・(3)

俳内税義務者の発生、消滅等に伴う賦課)

第Ⅱ条国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者
に,は、その発生した日の属する月から、月割をもって算定し
た第2条第1項の額(第19条の規定による減額が行われた場
合には、回金の国民健康保険税の額とする。以下この条に船
いて同じ。)を課する。

(略)2 ~ 8

己女IE月U

(略)

(国民健康保険税の減額)

第19条次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義
務者に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本
文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額
(当該減額して得た額が630,000円を超える場合には、

630,000円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額か
らウ及び工に掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た
額が190,000円を超える場合には、 190,000円)並びに同条第
4項本文の介護納付金課税額からオ及ぴ力に掲げる額を減額

、
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して得た額(当該減額して得た額が170,000円を超える場合に
は、 170,000円)の合算額と司、る。
( 1 )

得金額の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯
に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者

ーフ03

のうち給与所得を有する者(前年中に

に規定する総所得金額に係る所得税法(昭和40年法律第33
号)第28条第1項に規定する給与所得にっいて同条第3項
に規定する給与所得控除額の控除を受けた者(同条第1項
に規定する給与等の収入金額が550,000円を超える者に限
る。)をいう。以下との号において同じ。)の数及び公的

の5

改正後

^

1項に規定する,令一乍、ー

年金等に係る所得を有する者(前年中に去

曳に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第3項に規
定する公的年金等に係る所得にっいて同条第4項に規定す
る公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢鮎歳未満の者
にあっては当該公的年金等の収入金額が600,000円を超える

者に限り、年齢価歳以上の者にあっては当該公的年金等の
収入金額が1,100,000円を超える者に限る。)をいい、給与
所得を有する者を除く。)の数の合計数(以下この条にお
いて「給与所得者等の数」という。)が 2以上の場合にあ
つては、 430,000円に当該給与所得者等の数から 1を減じた

数に100,000円を乗じて得た金額を加算した金額)を超えな
い世帯に係る納税義務者

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額豆之被保険者

703久の 5

して得た額(当該減額して得た額が170,000円を超える場合に
は、 170,000円)の合算額とする。

(1)法第ZΩ.旦条豆2_旦、に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち
給与所得を有する者(前年中に法第!Ω墨金^に規定する総
所得金額に係る所得税法(昭和40年法律第33号)第28条第
1項に規定する給与所得.にっいて同条第3項に規定する給
与所得控除額の控除を受けた者(同条第1項に規定する給
与等の収入金額が550,000円を超える者に限る。)をいう。
以下この号において同じ。)の数及び公的年金等に係る所
得を有する者(前年中に迭第1Ω旦条^に規定する総所得金
額に係る所得税法第35条第3項に規定する公的年金等に係
る所得にっいて伺条第4項に規定する公的年金等控除額の
控除を受けた者(年齢飾歳未満の者にあっては当該公的年
金等の収入金額が600,000円を超える者に限り、年齢65歳以
上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が1,100,000円
を超える者に限る。)をいい、給与所得を有する者を除
く。)の数の合計数(以下この条において「給与所得者等
の数」という。)が 2 以上の場合にあっては、 430,000円に
当該給与所得者等の数から 1を減じた数に100,000円を乗じ
て得た金額を加算した金額)を超えない世帯に係る納税義
務者

ア国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額被

1項

703 の5

改正剛

1

0
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均等割額被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について 14,700円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額ι乞世帯別平

等割額次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額

(ア)~(ウ)(略)

ウ~カ(略)

( 2 )

改正後

得金額の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者

のうち給与所得者等の数が 2 以上の場合にあっては、

430,000円に当該給与所得者等の数から 1 を減じた数に

100,000円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者1人につき2鉐,000円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除
く。)

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎謡税額三之被保険者

均等割額被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について 10,500円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額虫_世帯別平

等割額次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め
る額

(ア)~(ウ)(略)

ウ~カ(略)

ー.゛

法

/ー'

703 の5 1項に夫定る,公一旧,びー

/ー＼

、_ノ

保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人
について 14,700円

イ国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額次に
掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア)~(ウ)(略)

ウ~カ(略)

(2)迭第!Ω旦玉^に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち
給与所得者等の数が2以上の場合にあっては、 430,000円に
当該給与所得者等の数から1を減じた数に100,000円を乗じ
て得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯
所属者1人にっき285,000円を加算した金額を超えない世帯
に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。)

改正月1」

、

ア国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額被
保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人
について 10,500円

イ国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額次に
掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア)

ウ~カ

4/15

~(ウ)

(略)

(略)



( 3 )

得金額の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯
に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者

のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあっては、

430,000円に当該給与所得者等の数から 1 を減じた数に

100,000円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者1人につき訟0,000円を加算した金額
を超えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当するもの
を除く。,)

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎課税顎三之被保険者
均等割額被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について' 4,200円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額豆之世帯別平

等割額次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め
る額

(ア)~(ウ)(略)

ウ~カ(略)

去 703 の5

改正後

1項に{る,令珀,、

^

2

る日 P

゛.41

て

の白

とい

^

金

る

゛41

(3)迭第!処条虫旦に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、 430,000円(納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち
給与所得者等の数が2以上の場合にあっては、 430,000円に
当該給与所得者等の数から 1を減じた数に100,000円を乗じ
て得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯
所属者1人にっき520,000円を加算した金額を超えない世帯
に係る納税義務者(前2号に該当するものを除く。)

の

を

の3

につき

額

力

31 e P サ'で

均

マ'

る
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の

のとした日Aに

△における

る

る

改正目1」

→"・

ア国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額被
保険者(第 1条第2項・に規定する世帯主を除く。) 1人
について 4,200円

イ国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額炊に
掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

均判額力項に

に6

は

つては

P

の

その

^

(ア)

ウ~カ

し

1」ー.

0

ー゛

~(ウ)

(略)

生4

の

力
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について

サ項

'22_

二1二.

改正後

'、1j項

アから

ノノ

2 ロアに

に定める

アに

して

ーのX八に式じ

に式る基

アに

までに

サ項品'1

サ頂

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例)

第20条国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世

帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象
被保険者等 の2第2項に規定する特例対象ネ
保険者等をいう こおいて同じ。である場合における

第3条及び並金第」a夏里規定の適用については、第3条第1
項中「規定する 金額」とあるのは「規定する総所得金
額(第21条に規 特例対象被保険者等の総所得金額に給

冷項

均判
゛.4 f

1る

アカ、ら

それぞれ

について

した

までに

額した

1る

に{める

1'る

3 150

、ー＼

10 500

5 250

'、_J"ー

8 400

一上

した

八に広じ

ぜ金

した

した

1 050

3 500

1 750

改iE目1」

2 800

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例)
第20条国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世
帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象

(法第703条の5の2第2項に規定する特例対象被
保険者等をいう。次条において同じ。)である場合における

3条及び前金四_規定の適用については、第3条第1項中
「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額
(第21条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与

"ー、゛邑4

日たとる

したー

る金を

の晋

の→号

30

3吋



与所得が含まれている場合においては、当該給与所得にっい

ては、所得税法第28条第2項の規定によって計算した金額の
100分の30に相当する金額によるものとする。次項において同
じ。)」と、「同条第 2項」とあるのは「法第314条の 2 第2
項」と、

「総所得金額(次条に規定する特例対象被保険者等の総所得
金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所
得については、所得税法第28条第2項の規定によって計算し
た金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及
び第3号において同じ。)及1垈.」とする。

^

改正後

1項

附則

1 (略)

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特
伊D

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被
保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第
35条第3項に規定する公的年金等に係る所得にっいて同条第
4項に規定する公的年金等控除額(年断飾歳以上である者に

係るものに限る。)の控除を受けた場合における第1旦金第L上

1口中「

蓼の規定の適用については、同条中「

び

規定する総所得金額及び山林所得額」とあるのは「迭第!Ω3金
四上第」'匝に規定する総所得金額(所得税法第35条第3項に
規定する公的年金等に係る所得にっいては、同条第2項第1

とあるのは

所得が含まれている場合においては、当該給与所得にっいて
は、所得税法第28条第2項の規定にようて計算した金額の100
分の30に相当する金額によるものとする。次項において同
じ。)」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2第2
項」と、前窪L塩1丑_中ι丞☆艮t^とあるのは「総所得金
額(次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与
所得が含まれている場合においては、当該給与所得にっいて
は、所得税法第28条第2項の規定によって計算した金額の100
分の30に相当する金額によるものとする。次号及び第3号に
おいて同じ。)」とする。

己女]E月U

附則

1 (略)

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特
伊D

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被
保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第
35条第3項に規定する公的年金等に係る所得にっいて同条第
4項に規定する公的年金等控除額(年齢鉐歳以上である者に
係るものに限る。)の控除を受けた場合における第1旦象の規
定の適用にっいては、同条中「法第Z旦旦条^に規定する総所
得金額及び山林所得額」とあるのは「法第2旦a釜^に規定す
る総所得金額(所得税法第35条第3項に規定する公的年金等
に係る所得にっいては、同条第2項第1号の規定によって計

703 の5 1 に

0
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号の規定によって計算した金額から150,000円を控除した金額

によるものとする。)及び山林所得金額」と、「1,100,000

円」とあるのは「1,250,000円」とする。

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税
の特go

3 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の配当所

得等を有する場合における第3条、第5条、第7条及び第1旦.
条第」上雲の規定の適用については、第3条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

開条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金

額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2第2項」

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第33条の2第5項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額」と、第1旦条第上更中「及び
山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等の
金額」とする。

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例)

4 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を

有する場合における第3条、第5条、第7条及び第1旦金釜L
曳の規定の適用にっいては、第3条第1項中「及び山林所得
金額の合計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金

改正後

/J^ー

＼

算した金額から150,000円を控除した金額によるものとす
る。)及び山林所得金額」と、「1,100,000円」とあるのは
「1,250,000円」とする。

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税
の特伊D

3 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の配当所
得等を有する場合における第3条、第5条、第7条及び第1旦
金の規定の適用にっいては、第3条第1項中「及ぴ山林所得
金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の
2第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」
と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2 第2項」と、
同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山
林所得金額又は法附則第33条の2第5項に規定する上場株式
等に係る配当所得等の金額」と、第」旦金中「及び山林所得金
額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の2
第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」とす
る。

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例)
4 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を
有する場合における第3条、第5条、第7条及び第1旦条の規
定の適用にっいては、第3条第1項中「及び山林所得金額の
合計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並び

己女iE 月1」
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額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額
(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第 1項

若しくは第 2 項、第34条第 1項、第34条の 2 第 1項、第34条
の 3第 1項、第35条第 1項、第35条の 2 第 1項、第35条の 3
第1項又は第36条の規定に該当する場合には、とれらの規定
の適用により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所得の金
額から控除する金額を控除した金額。以下との項において
「控除後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額から法

第314条の 2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」・と
あるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の
金額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」と
あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第4項に
規定する長期譲渡所得の金額」と、第1旦金第1頂中「及び山
林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第
34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。

5 (略)

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税
の特伊D

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の一般株
式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3条、第5
条、第7条及び第』旦条第」聖の規定の適用にっいては、第3
条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得
金額並びに法附則第35条の2第5項に規定する一般株式等に

改正後

に法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額(租税
特別措置法(昭和32年法律第26号)第器条の4第 1項若しく
は第2項、第34条第 1項、第34条の 2 第 1項、第34条の 3 第
1項、第35条第 1項、第35条の 2第 1項、第35条の 3 第 1項
又は第36条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用
により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所得の金額から
控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後
の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額から法第314条の
2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは
「及び山林所得金額並ぴに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは
「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第4項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第1旦金中「及び山林所得金額」と
あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第4項に規
定する長期譲渡所得の金額」とする。

5 (略)

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税
の特伊D

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の一般株
式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3条、第5
条、第7条及び第1旦金の規定の適用にっいては、第3条第1
項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並
びに法附則第35条の2第5項に規定する一般株式等に係る譲

己女正目1」
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係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法

第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2第

5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第
19金温L虫中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第'35条の2第5項に規定する一般株式等

に係る譲渡所得等の金額」とする。

(上場株式等に係る讓渡所得等に係る国民健康保険税の課税
の特伊D

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項の上

場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3条、第

5条、第7条及び第1全三k第_1医の規定の適用にっいては、第

3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得の金額」と、「同条第2項」とあるのは

「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の

2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得の金額」

と、第1旦金第上更中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得の金額」とする。

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特
伊1)

改正後

f~
、、

渡所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条
の 2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とある
のは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2第5項に
規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第N金中
「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第35条の2第5項に規定する一般株式等に係る譲渡所
得等の金額」とする。

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税
の特例)

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項の上
場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3条、第
5条、第7条及び第1旦金の規定の適用にっいては、第3条第
1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額
並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に
係る譲渡所得の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第
314条の 2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」と
あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2の2

第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得の金額」と、第
1旦金中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額
並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に
係る譲渡所得の金額」とする。

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特
例)

改]E月1」
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8 世帯王又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の事業所
得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第3条、第5
条、第7条及び第19玉叢L頂の規定の適用にっいては、第3
条第 1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及ぴ山林所得
金額並ぴに法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係
る雑所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314
条の 2第2項」と同条第2項中「又は山林所得金額」とある
のは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の4第4項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第1旦金第上雲
中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び
に法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得
等の金額」とする。

(士地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課
税の特例)

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の事業所
得又は雑所得を有する場合における第3条、第5条、第7条
及び第1旦金第↓更の規定の適用にっいては、第3条第1項中
「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等
の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2第2
項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若
しくは山林所得金額又は法附則第33条の3第5項に規定する

改正後

^

^

゛

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の事業所
得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第3条、第5
条、第7条及び第凶金の規定の適用にっいては、第3条第1
項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並
びに法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所
得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2
第 2項」と同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは
「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の4第4項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」と、篤1旦玉中「及ぴ山
林所得金額」とあるのは「及ぴ山林所得金額並びに法附則第
35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」
とする。

(士地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課
税の特例)

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の事業所
得又は雑所得を有する場合における第3条、第5条、第7条
及び第1旦玉の規定の適用にっいては、第3条第1項中「及び
山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則
第33条の 3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金
額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の 2第2項」
と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく
は山林所得金額又は法附則第開条の3第5項に規定する士地
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士地等に係る事業所得等の金額」と、第1旦金第王雲中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第認条の3第5項に規定する士地等に係る事業所得等の金

額」とする。

(特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特伊D

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年法律

第144号)第8条第2項に規定する特例適用利子等、同法第12

条第5項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第2項に

規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所

得、一時所得及び雑所得を有する場合における第3条、第5

条、第7条及び第19金塩上墓の規定の適用については、第3

条第1項中「山林所得金額の合計額から同条第2項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年法律

第144号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第16条第2項

において準用する場合を含む。)に規定する特例適用利子等

の額(以下この条及び第1旦壬第上里において「特例適用利子

等の額」という。)の合計額から法第314条の 2第2項」と、

「山林所得金額の合計額(」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例

適用利子等の額」と、第1旦条第▲望中「山林所得金額」とあ

改正後

等に係る事業所得等の金額」と、第1旦玉中「及び山林所得金
額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の3

第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とする。

(特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特伊D
10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互
主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年法律
第144号)第8条第2項に規定する特例適用利子等、同法第12
条第5項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第2項に
規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所
得、一時所得及び雑所得を有する場合における第3条、第5
条、第7条及び第1旦条の規定の適用にっいては、第3条第1
項中「山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは
「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年法律第144
号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第16条第2項にお
いて準用する場合を含む。)に規定する特例適用利子等の額
(以下この条及び第』旦金において「特例適用利子等の額」と

いう。)の合計額から法第314条の 2第2項」と、「山林所得
金額の合計額(」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用

利子等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金
額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等
の額」と、第1旦条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得
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るのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。
(特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特g吟

Ⅱ世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互
主義による所得税等の非課税等に関する法律第8条第4項に
規定する特例適用配当等、同法第12条第6項に規定する特例
適用配当等又は同法第16条第3項に規定する特例適用配当等
に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における

第3条、第5条、第7条及び第』旦条第■里の規定の適用にっ
いては、第3条第1項中「山林所得金額の合計額から同条第
2項」とあるのは「山林所得金額並ぴに外国居住者等の所得
に対する相互主義による所得'税等の非課税等に関する法律第
8条第4項(同法第12条第6項及び第16条第3項において準
用する場合を含む。)に規定する特例適用配当等の額(以下
との条及び第1旦金第ι更において「特例適用配当等の額」と
いう。)の合計額から法第314条の 2第 2項」と、「山林所得
金額の合計額(」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用
配当等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金
額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等
の額」と、第1旦金第上里中「山林所得金額」とあるのは「山
林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。
(条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特伊D

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し
くは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税

改正後

金額並びに特例適用利子等の額」とする。

(特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例)
Ⅱ世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同「世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互
主義による所得税等の非課税等に関する法律第8条第4項に
規定する特例適用配当等、同法第12条第6,項に規定する特例
適用配当等又は同法第16条第3項に規定する特例適用配当等
に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における
第3条、第5条、第7条及び第1旦玉の規定の適用にっいて
は、第3条第1項中「山林所得金額の合計額から同条第2
項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に
対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第8
条第4項(同法第12条第6項及び第16条第3項において準用
する場合を含む。)に規定する特例適用配当等の額(以下こ
の条及び第1旦玉において「特例適用配当等の額」という。)
の合計額から法第314条の 2第2項」と、「山林所得金額の合
計額(」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の
額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあ
るのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」
と、第1旦条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並
びに特例適用配当等の額」とする。

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例)
12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税
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法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和熊年

法律第46号。以下「租税条約等実施特伊W却という。)第3

条の2の 2第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所

得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合

における第3条、第5条、第7条及び第1旦条第上里の規定の

適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適

用利子等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及ぴ

山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する

条約適用利子等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条

約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

子等の額」と、第』旦条第」^中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条

の 2の2第10項に規定する条約適用利子等の額」とする。

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例)

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3条の2

の2第12項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当

所得及び雑所得を有する場合に船ける第3条、第5条、第7

条及び第1旦金第^曳の規定の適用については、第3条第1項

中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは

改正後

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和"年
法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。)第3
条の 2の 2第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所
得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合
における第3条、第5条、第7条及び第1旦条の規定の適用に
ついては、第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約
等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子
等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及び山林所
得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租
税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適
用利子等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得
金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実
施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の
額」と、第1旦金中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山
林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2第10
項に規定する条約適用利子等の額」とする。

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特伊D
13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3条の2
の2第12項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当
所得及び雑所得を有する場合における第3条、第5条、第7
条及び第聖金の規定の適用については、第3条第1項中「及
び山林所得金額の合計額から伺条第2項」とあるのは「及び
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「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2
の2第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第
314条の2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあ
るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3
条の2の 2第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額
U と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若
しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の

2第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第19金温L曳
中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び
に租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定する条
約適用配当等の額」とする。

(略)14 ・ 15

改正後

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2第
12項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の
2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは
「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2

の 2第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額(」と、
同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山
林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項
に規定する条約適用配当等の額」と、第1旦釜中「及び山林所
得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実
施特例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の
額」とする。

(略)14 ・ 15

己女 iE 目1」

0

巧/15

0
゛゛

゛


